
静岡県本人確認情報等保護審議会

日 時 令和７年７月７日（月）

午後２時から午後３時 30 分

場 所 県庁別館２階 第３会議室Ｂ

次 第

１ 開 会

２ 総務部参事あいさつ

３ 会長の選出及び会長代理の指名

４ 議 事

(1) 審議事項

・住民基本台帳ネットワークシステムの独自利用条例の改正について

（静岡県特定疾患治療研究事業について、住基ネット独自利用条例に

追加する）

(2) 報告事項

・住民基本台帳ネットワークシステムの独自利用条例の改正について

（国の準法定事務等と重複した県の独自利用事務の削除）

・住民基本台帳ネットワークシステムの運用状況について

・マイナンバーカードの利活用について

５ 閉 会
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住民基本台帳ネットワークシステムの独自利用条例の改正について

１ 概 要

静岡県特定疾患治療研究事業において、マイナンバーの利用及び住民基本台帳ネット

ワークシステムを通じた本人確認措置を可能とするため、マイナンバー独自利用条例及

び住基ネット独自利用条例を改正する。

２ 改正理由

医療費助成の申請や、医療受給者証の変更の届出の審査等に必要な課税証明書、医療

保険の資格情報を確認できる資料等の提出を不要にし、申請者の負担軽減を図るため、

これらの情報を県がマイナンバーを利用して取得できるようにする。マイナンバーの提

供を受ける際の本人確認措置において、住基ネットを利用できるよう、住基ネット独自

利用条例を改正する。

３ 効果

（１）マイナンバー利用の効果

マイナンバーを利用することで、県民（申請者等）にとっては課税証明書等の提出

を省略できるため、申請の手間や負担等が軽減される。また、市町では証明書類の発

行事務が不要となり、県では審査に必要となる情報を直接電子データで取得すること

で、入力作業の省略が可能となることから、行政の効率化が図られる。

（２）住基ネット利用の効果

マイナンバー利用事務において、本人からマイナンバーの提供を受けるときは、本

人確認措置を行うことが法令により義務付けられている。本人確認措置を行うに当た

り、マイナンバーカード、マイナンバーが記載された住民票の写し等の提示を受ける

ことが困難な場合は、住基ネットにより確認を行う。

４ 条例改正のスケジュール（案）

※令和７年６月９日（月）から６月 30 日（月）まで

対象事業 事業の概要

静岡県特定疾患治療研究事業

静岡県特定疾患治療研究事業実施要綱に基づく県単独
指定特定疾患（橋本病、突発性難聴）のり患者として認
定した者に対し、医療費の負担軽減を図るため、医療費
の自己負担分について助成を行う。

事 務 ６月 ７月 ８月 ９月

県民意見募集手続（※）

本人確認情報等保護審議会

条例改正に係る事務手続き

県議会定例会への条例案上程

●

●
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条例改正の対象とする事業の概要

【助成制度の仕組み】

事業の名称 静岡県特定疾患治療研究事業

根拠 静岡県特定疾患治療研究事業実施要綱

事務の目的

国の指定する医療費助成の対象とならない疾患について、県が独自に

特定疾患として指定し、医療の確立・普及と対象患者の医療費負担軽

減を図る。

対象疾患 県が指定した疾患（橋本病、突発性難聴）

要件等

・県が指定した対象疾患にり患しており、各疾患の診断の基準等を満

たしている方

・医療保険各法や高齢者の医療の確保に関する法律の規定による医

療、又は介護保険の医療サービスを受けており、各種健康保険の被

保険者又はその扶養者である方

・申請の際に県に提出いただいた治療データを活用し、原因究明や治

療方法の開発等の調査研究を進めることに同意している方

助成対象 保険診療による医療費の自己負担分

財源 県単独

対象件数 新規・更新申請 約 600 件／年

②審査

県（保健所）
①申請

③受給者証の交付

医療機関等
④受給者証の提示

○窓口での自己負担額を軽減

（３割→２割）

○自己負担額の月額上限を設定

（所得等に応じ 1,000 円～３万円）
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市町役場

・課税証明書

・住民票 等

県(保健所)

市町役場

マイナンバー

・課税情報

・住民情報

県(保健所)

１ 条例改正による申請手続の変更イメージ

＜変更前＞

＜変更後＞

【実施機関】

（１）申請書の受理 県健康福祉センター（保健所）、政令市保健所

（２）審査 県疾病対策課（本庁）

（３）受給者証の交付 県疾病対策課及び保健所から郵送

２ マイナンバーを利用することのメリット

・医療費助成の申請手続等において、申請書等への添付書類を省略できる

（住民票、課税証明書、医療保険の加入状況を証明する書類）

・受給者が医療機関においてマイナンバーカードを用いて受給資格を証明することが可

能となる（令和８年度から）

（参考）

国が指定する特定疾患（特定疾患治療研究事業）の支給認定の申請手続では、マイ

ナンバー法改正により、令和７年６月からマイナンバーによる情報の照会が可能とな

っている。

静岡県特定疾患治療研究事業の申請手続におけるマイナンバー利用について

①窓口等で申請に必要な ②申請書に証明書類等を添付し、

証明書類等を取得 県(保健所)へ申請

申請書＋課税証明書等

①申請書にマイナンバーを記載し

（証明書類等の取得は不要） 県(保健所)へ申請

申請書＋マイナンバー

マイナンバーを利用し、

②情報照会 ＿ ＿必要な情報を取得

③情報提供

・課税情報等

・手数料が必要
・書類が多い
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住基ネットの概要及びマイナンバー利用事務における本人確認措置について

１ 住基ネットの概要

住民基本台帳ネットワークシステム（以下｢住基ネット｣という。)は、全国の市町村、

都道府県、地方公共団体情報システム機構を専用通信回線で結び、各市町村が管理する

住民基本台帳、戸籍の附票をネットワーク化することで、全国共通の本人確認を可能と

したシステムであり、平成14年から稼働している。

都道府県知事は、住民基本台帳法で定められた事務及び条例で定める事務については、

住民票の写し等の添付に代えて、このシステムにより本人確認情報（氏名、住所、生年

月日、性別、マイナンバー等）と附票本人確認情報（氏名、住所、生年月日、性別等）

を利用し、市町村の区域を越えた本人確認を行うことができる。

２ 本県における住基ネット利用事務

(1)都道府県が住基ネットを利用できる事務

①法定事務

住民基本台帳法に定められた事務

②準法定事務

住基基本台帳法に定められた事務に準ずる事務

③条例事務

法定事務、準法定事務以外で、条例に規定することで住基ネットの利用を可能とし

ている事務

(2)準法定事務について

もともと住民基本台帳法に規定されている事務と同一の事務の性質であると解され

る事務に対し、省令により事務と事務処理者（例：県知事）を定めることで、条例に

規定することなく、住基ネットを利用することが可能となる事務。

令和６年５月27日施行で、新規に住民基本台帳法に規定された。

（例）生活保護事務

対象 日本人 外国人

根拠法令等 生活保護法 国通知（生活保護法を準用）

住基ネットの利用 法定事務 条例事務→準法定事務
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３ マイナンバー利用の本人確認措置

(1)本人確認措置の概要

マイナンバー利用事務において、マイナンバーに紐付けされた情報を活用するため、

本人からマイナンバーの提供を受けるときは、本人確認措置（番号確認及び身元確認）

を行うことが法令により義務付けられている。

(2)本人確認措置の方法

本人確認措置を行うに当たり、マイナンバーカード、マイナンバーが記載された住民

票の写し等の提示を受けることが困難な場合は、住基ネットにより確認を行うことに

なる。

（本人確認措置の方法）

番号確認 身元確認

①マイナンバーカード ①マイナンバーカード

②マイナンバーが記載された住民票の写し 等 ②運転免許証、旅券等

③（①、②の提示を受けることが困難な場合）

住基ネットにより個人番号と氏名等を確認

③（①、②の提示を受けることが困難な場合）

以下の書類を２つ以上

公的医療保険の被保険者証、

児童扶養手当証、特別児童扶養手当証等

①②

①、②の提示が困難な場合

は住基ネットで確認
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令和７年４月

法令 業務内容
本県利
用事務

開始
年月

主管課
番号

利用法

1 第 1 号 新型インフルエンザ等対策特別措置法 予防接種対象者確認 健康福祉部感染症対策課 ○

2 第 1 号の 2 災害対策基本法 災害被災者安否情報回答 危機管理部危機対策課

3 第 1 号の 3 災害救助法 扶助金の支給 健康福祉部福祉長寿政策課 ○

4 第 1 号の 4 被災者生活再建支援法 被災者生活再建支援金支給 健康福祉部福祉長寿政策課 ○

5 第 1 号の 5 特定非営利活動促進法 NPO法人認証 ○ R4.11 くらし・環境部県民生活課

6 第 2 号 労働金庫法 労働金庫代理業届出 経済産業部商工金融課

7 第 3 号 貸金業法 貸金業者登録 経済産業部商工金融課

8 第 3 号の 2 公金受取口座登録法 特定公的給付の情報管理対象の確認 ○

9 第 4 号 恩給法 恩給給付 ○ H19.9
総務部職員厚生課
教育委員会教育厚生課

○

10 第 4 号の 2 地方税法、静岡県税賦課徴収条例 県税賦課徴収、犯則事件 ○ H20.4
財務部税務課
財務事務所

○

11 第 4 号の 3 地方法人特別税暫定措置法 地方法人特別税賦課徴収、犯則事件 ○ H28.1 財務事務所 ○

12 第 5 号 消防法 危険物取扱者・消防施設士免状交付 ○ H17.7 危機管理部消防保安課

13 第 6 号 旅券法 一般旅券(ﾊﾟｽﾎﾟｰﾄ)発給 ○ H15.4 企画部多文化共生課

14 第 6 号の 2 高等学校等就学支援金支給法 高等学校等就学支援金交付 ○ R1.8 健康福祉部私学振興課 ○

15 第 6 号の 3 死体解剖保存法
死体解剖の認定を受けた者の住所変更
確認

健康福祉部医療政策課 ○

16 第 6 号の 4 保健師助産師看護師法
准看護師免許又は試験実施に関する事
務

○ R6.9 健康福祉部地域医療課 ○

17 第 6 号の 5 予防接種法 予防接種対象者確認 健康福祉部感染症対策課 ○

18 第 6 号の 6 感染症予防法 感染症療養費支給
健康福祉部感染症対策課
（健康福祉センター）

○

19 第 6 号の 7 難病患者医療法 特定医療費支給 ○ H28.4
健康福祉部疾病対策課
（健康福祉センター）

○

20 第 7 号 原子爆弾被爆者援護法 原子爆弾被害手当給付 ○ H18.12 健康福祉部疾病対策課

21 第 7 号の 2 原子爆弾被爆者援護法 一般疾病医療費支給 健康福祉部疾病対策課

22 第 7 号の 3 栄養士法 栄養士免許に関する事務 健康福祉部健康増進課 ○

23 第 7 号の 4 調理師法 調理師免許又は試験実施に関する事務 健康福祉部衛生課 ○

24 第 7 号の 5 製菓衛生師法
製菓衛生師免許又は試験実施に関する
事務

健康福祉部衛生課 ○

25 第 7 号の 6 クリーニング業法
クリーニング師免許又は試験実施に関す
る事務

健康福祉部衛生課 ○

26 第 7 号の 7 水道法 給水装置工事事業者の指定、変更

27 第 7 号の 8
医薬品、医療機器等の品質、有効性
及び安全性の確保等に関する法律

登録販売者の試験又は登録に関する事
務

健康福祉部薬事課 ○

28 第 7 号の 9 雇用対策法 職業転換給付金支給 ○ R6.12 経済産業部職業能力開発課 ○

29 第 8 号 職業能力開発促進法 職業訓練指導員免許交付 経済産業部職業能力開発課

里親認定、小児慢性医療費助成、療育
給付、児童措置費

H28.11
健康福祉部こども家庭課
健康福祉部こども未来課
（健康福祉センター）

障害児施設給付費支給、入所措置 H29.12

療育手帳交付 R4.4

31 第 8 号の 3 国家戦略特別区域法
国家戦略特別区域限定保育士の登録に
関する事務

健康福祉部こども未来課 ○

32 第 8 号の 4 児童福祉法 母子生活支援施設、助産施設入所 ○ H30.1
健康福祉部こども家庭課
（健康福祉センター）

○

33 第 9 号 児童扶養手当法 児童扶養手当給付 ○ H20.9 健康福祉部こども家庭課 ○

34 第 9 号の 2 児童手当法 職員児童手当認定・受給 総務部職員厚生課 ○

35 第 9 号の 3 母子父子寡婦福祉法
母子父子寡婦福祉資金貸付、母子父子家庭
自立支援給付金、家庭日常生活支援事業

○ H28.11
健康福祉部こども家庭課
（健康福祉センター）

○

36 第 9 号の 4 母体保護法 受胎調節実地指導の指定に関する事務 健康福祉部こども家庭課 ○

37 第 9 号の 5 生活保護法 生活保護 ○ H28.5
健康福祉部地域福祉課
（健康福祉センター）

○

38 第 9 号の 6 身体障害者福祉法 身体障害者手帳交付 ○ H28.1 健康福祉部障害福祉課 ○

39 第 9 号の 7 精神保健障害者福祉法
精神障害者保健福祉手帳交付、措置入
院

○ H28.11 健康福祉部障害福祉課（健康福

祉センター、精神保健福祉センター）
○

住基法
別表第５

30 第 8 号の 2 児童福祉法 ○ ○

健康福祉部障害福祉課
（健康福祉センター）

住民基本台帳ネットワークシステム 本人確認情報の利用可能な県事務一覧 【法定事務】
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40 第 9 号の 8 知的障害者福祉法 療育手帳交付 ○ R4.4 健康福祉部障害福祉課 ○

41 第 10 号 特別児童扶養手当支給法
特別児童扶養手当、障害児福祉手当、
特別障害者手当、福祉手当の支給

○ H20.9 健康福祉部障害福祉課 ○

42 第 10 号の 2 障害者総合支援法 精神障害者通院医療費公費負担事務 ○ H28.11
健康福祉部障害福祉課
（精神保健福祉センター）

○

43 第 10 号の 3 介護保険法 介護支援専門員資格に関する事務 健康福祉部介護保険課 ○

44 第 10 号の 4 中国残留邦人等自立支援法
中国残留邦人永住帰国援護事務（永住
帰国者）

○ H28.1
健康福祉部地域福祉課
（健康福祉センター）

○

45 第 10 号の 5 戦傷病者戦没者遺族等援護法
戦傷病者戦没者遺族等援護法に基づく
障害年金等進達事務

○ H28.1 健康福祉部地域福祉課 ○

46 第 10 号の 6 未帰還者留守家族等援護法
遺骨・遺留品伝達事務（未帰還者留守家
族等援護法による手当等の支給）

○ H28.1 健康福祉部地域福祉課 ○

47 第 10 号の 7 戦没者妻特別給付金支給法
戦没者等の妻に対する特別給付金支給
事務

○ H27.4 健康福祉部地域福祉課 ○

48 第 10 号の 8 戦傷病者特別援護法
戦傷病者に対する療養の給付等支給事
務、戦傷病者手帳交付事務

○ H28.1 健康福祉部地域福祉課 ○

49 第 10 号の 9 戦没者遺族特別弔慰金支給法
戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支
給事務

○ H27.4 健康福祉部地域福祉課 ○

50 第 10 号の 10 戦傷病者妻特別給付金支給法
戦傷病者等の妻に対する特別給付金支
給事務

○ H27.4 健康福祉部地域福祉課 ○

51 第 10 号の 11 戦没者父母特別給付金支給法
戦没者の父母等に対する特別給付金支
給事務

○ H28.1 健康福祉部地域福祉課 ○

52 第 10 号の 12 卸売市場法 卸売市場の認定
経済産業部農業戦略課
経済産業部畜産振興課

53 第 11 号 家畜商法 家畜商登録 ○ H16.7 経済産業部畜産振興課

54 第 12 号 林業種苗法 林業種苗生産事業者登録 経済産業部森林整備課

55 第 13 号 森林法 保安林指定、解除許可 経済産業部森林保全課

56 第 14 号 計量法 特定計量器製造・販売事業届出 経済産業部商工振興課

57 第 15 号 大規模小売店舗立地法 大規模小売店舗立地届出 ○ H15.7 経済産業部地域産業課

58 第 16 号 フロン類使用管理法 フロン回収業登録 ○ H16.7 くらし・環境部環境政策課

59 第 17 号 火薬類取締法 火薬類製造保安責任者免状交付 危機管理部消防保安課

60 第 18 号 電気工事士法 電気工事士免許登録 ○ H15.12 経済産業部地域産業課

61 第 19 号 電気工事業法 電気工事業登録 ○ H15.12 経済産業部地域産業課

62 第 20 号 液化石油ガス適正化法 液化石油ガス設備士免状交付 危機管理部消防保安課

63 第 20 号の 2 所有者不明土地特措法 所有者不明土地に関する許可等 ○ R6.4
交通基盤部公共用地課
（土木事務所）

64 第 21 号 建設業法 建設業許可 ○ H15.8
交通基盤部建設業課
（土木事務所）

65 第 22 号 浄化槽法 浄化槽工事業登録 ○ H28.4
くらし・環境部住まいづくり課
(土木事務所)

66 第 23 号 建設工事資材再資源化等法 解体工事業者登録 ○ H15.8
交通基盤部建設業課
（土木事務所）

67 第 24 号 宅地建物取引業法
宅地建物取引業免許、宅地建物取引主
任者登録

○ H16.3
くらし・環境部住まいづくり課
(土木事務所)

68 第 25 号 旅行業法 旅行業、旅行代理業登録
スポーツ・文化観光部観光政
策課

69 第 25 号の 2 住宅宿泊事業法 住宅宿泊事業を営む旨の届出 健康福祉部衛生課

70 第 26 号 通訳案内士法 通訳案内士登録 ○ H20.10
スポーツ・文化観光部観光政
策課

○

71 第 27 号 不動産鑑定評価法 不動産鑑定業者登録 ○ H17.4 交通基盤部土地対策課

72 第 27 号の 2 国土調査法 地籍調査の土地所有者確認

73 第 28 号 公営住宅法 公営住宅入居者資格確認 ○ H28.1
くらし・環境部公営住宅課
（土木事務所）

○

74 第 28 号の 2 住宅地区改良法 公営住宅入居審査 くらし・環境部公営住宅課 ○

75 第 28 号の 3 特定優良賃貸住宅供給促進法 特定優良賃貸住宅入居審査 くらし・環境部住まいづくり課 ○

76 第 29 号 高齢者居住安定確保法 終身建物賃貸借事業認可 くらし・環境部住まいづくり課

77 第 30 号 建築基準法 建築基準適合判定資格者登録 くらし・環境部住まいづくり課

78 第 31 号 建築士法 建築士免許交付、建築士事務所登録 くらし・環境部住まいづくり課

79 第 32 号 公害健康被害の補償等に関する法律 公害健康被害補償給付

80 第 33 号 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 廃棄物処理認定審査
くらし・環境部廃棄物リサイクル
課

81 第 34 号 福島復興再生特別措置法 対象者確認 （福島県のみ）

81事務 42事務合　計
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法令 業務内容
本県利
用事務

開始
年月

主管課
番号

利用法

1 第 1 号 公金受取口座登録法 特定公的給付の情報管理対象の確認 ○

2 第 2 号 特別支援学校就学奨励法 就学奨励費支給 ○ R6.12 教育委員会特別支援教育課 ○

3 第 3 号 学校保健安全法 医療費用援助 ○ H29.12
教育委員会教育総務課
教育委員会健康体育課

○

4 第 4 号 教育職員免許法 教職員免許に関する事務 教育委員会義務教育課 ○

5 第 5 号 高等学校等就学支援金支給法 高等学校就学支援金支給 ○ H31.4 教育委員会高校教育課 ○

6 第 6 号 児童手当法 児童手当認定・受給 教育委員会教育厚生課 ○

6事務 3事務

住基法
別表第６

合　計
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法令等 利用事務内容
条例追
加年月

主管課
番号利
用条例

1 第 1 項 静岡県恩給条例 恩給給付 H20.4 総務部職員厚生課

2 第 2 項 静岡県浄化槽保守点検業者登録条例 浄化槽保守点検業者登録 H20.9
（くらし・環境部生活環境課）
健康福祉センター

3 第 3 項
静岡県私立高等学校等学び直し支援金事務
処理要綱

学び直し支援金 H30.6 健康福祉部私学振興課 ○

4 第 4 項
静岡県私立高等学校等奨学給付金助成事業
実施要綱

奨学給付金 H30.6 健康福祉部私学振興課 ○

5 第 5 項
静岡県私立高等学校授業料減免事業費補助
金交付要綱

私立高等学校授業料減免補
助金

Ｒ2.10 健康福祉部私学振興課 ○

6 第 6 項
静岡県私立専修学校等授業料減免事業費補
助金交付要綱

私立専修学校等授業料減免
補助金

Ｒ2.10 健康福祉部私学振興課 ○

7 第 7 項 鳥獣保護法 狩猟免許等変更届出 Ｈ20.12
（くらし・環境部自然保護課）
農林事務所

8 第 8 項
生活保護法、生活に困窮する外国人に対する生活保護
の措置について(昭和29年5月8日厚生省社会局長通知) 外国人に対する生活保護 Ｒ5.3

健康福祉部地域福祉課
(健康福祉センター)

○

9 第 9 項 児童扶養手当法 児童扶養手当過誤払返納金 H27.4 健康福祉部こども家庭課

10 第 10 項 母子父子寡婦福祉法 福祉資金貸付金償還 H27.4
健康福祉部こども家庭課
（健康福祉センター）

11 第 11 項 戦傷病者特別援護法 戦傷病者手帳 H27.4 健康福祉部地域福祉課

12 第 12 項 介護保険法 介護支援専門員資格 H27.4 健康福祉部介護保険課

13 第 13 項 静岡県心身障害者扶養共済制度条例 心身障害者扶養共済 H28.4 健康福祉部障害福祉課

14 第 14 項 原子爆弾被爆者援護法 被爆者健康手帳交付 H20.9 健康福祉部疾病対策課

静岡県看護職員修学資金貸与規則
静岡県看護職員特別修学資金貸与規則

看護職員修学資金 H23.3 健康福祉部地域医療課

静岡県介護福祉士修学資金貸与規則 介護福祉士修学資金貸与 H23.3 健康福祉部介護保険課

16 第 16 項 医薬品医療機器等法 配置従事者身分証明書発行 H20.4
健康福祉部薬事課
(健康福祉センター)

17 第 17 項 農薬取締法 農薬販売者届出 H20.4
経済産業部食と農の振興課
(農林事務所)

18 第 18 項 肥料の品質の確保等に関する法律 肥料生産登録 H20.4 経済産業部食と農の振興課

19 第 19 項 漁業法 漁業調整 H27.4 経済産業部水産資源課

20 第 20 項 漁船法 漁船登録 H27.4 経済産業部水産資源課

21 第 21 項 遊漁船業適正化法 遊漁船業者登録 H27.4 経済産業部水産資源課

22 第 22 項 採石法 採石業者登録 H20.4
交通基盤部河川砂防管理課
(土木事務所)

23 第 23 項 砂利採取法 砂利採取業者登録 H20.4
交通基盤部河川砂防管理課
(土木事務所)

24 第 24 項 静岡県屋外広告物条例 屋外広告業登録 H20.4
（交通基盤部景観まちづくり課）
土木事務所

２４事務

法令等 提供事務内容
条例追
加年月

主管課
番号利
用条例

1 第 1号 1項 静岡県教職員退隠料条例 退隠料給付 H20.4 教育委員会教育厚生課

2 第 2項
静岡県高等学校等教育資金及び高等学校等
奨学金貸与規則

教育資金・奨学金 H27.4 教育委員会高校教育課 ○

3 第 3項
静岡県高等学校定時制課程及び通信制課程
修学資金貸与規則

修学資金 H27.4 教育委員会高校教育課 ○

4 第 4項
静岡県公立高等学校等学び直し支援金事務
処理要綱

学び直し支援金 Ｈ30.6 教育委員会高校教育課 ○

5 第 5項 静岡県高等学校等奨学給付金事務処理要綱 奨学給付金 Ｈ30.6 教育委員会高校教育課 ○

6 第 6項
高等学校定時制の課程及び通信制の課程修
学補助金交付要綱

定時通信制就学補助金 Ｈ30.6 教育委員会高校教育課 ○

7 第 7項 高等学校遠距離通学費補助金交付要綱 遠距離通学費補助金 Ｈ30.6 教育委員会高校教育課 ○

8 第 8項
静岡県公立高等学校等専攻科修学支援金事
務処理要綱

専攻科修学支援金 Ｒ３.10 教育委員会高校教育課 ○

9 第 9項
静岡県特別支援教育就学奨励費補助金事務
処理要綱事務処理要綱

特別支援教育就学奨励費補
助金

Ｈ29.6 教育委員会特別支援教育課 ○

10 第 2 号 地方自治法 住民監査請求 H20.4 監査委員事務局監査課

11 第 3 号 道路交通法 放置違反金徴収 H27.4 公安委員会交通指導課

１１事務

合計

独自利用条例
別表第２

合計

令和７年４月

独自利用条例
別表第１

15 第 15 項

住民基本台帳ネットワークシステム 本人確認情報の利用可能な県事務一覧 【条例事務】
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1

住民基本台帳ネットワークシステムの独自利用条例の改正について
（国の準法定事務等と重複した県の独自利用事務の削除）

令和７年７月７日(月)

静岡県総務部市町行財政課

報告事項-１



国の準法定事務等と重複した県の独自利用事務の削除

　

準法定事務の創設又は法令改正に伴い、県条例と重複することとなった準法定事務及び法定
事務と同一の事務については住基ネット独自利用条例から削除する。 

事　務 削除理由

外国人生活保護 準法定事務に規定 

私立高等学校等学び直し支援金 準法定事務に規定 

公立高校等学び直し支援金 準法定事務に規定 

私立高等学校等奨学給付金 準法定事務に規定 

公立高等学校等奨学給付金 準法定事務に規定 

公立高等学校等専攻科修学支援金 準法定事務に規定 

介護支援専門員登録等 法定事務に規定 

概　要

報告事項-１

 都道府県が住基ネットを
利用できる事務 

①法定事務
　住民基本台帳法に定められた事務 
②準法定事務※ 
　住基基本台帳法に定められた事務　　
　に準ずる事務 
③条例事務 
　法定事務、準法定事務以外で、
　条例に規定することで住基ネット
　を利用可能としている事務

2



1

住民基本台帳ネットワークシステム
の運用状況について

令和７年７月７日(月)

静岡県総務部市町行財政課

報告事項-２



2

１　住基ネットとは

２　本人確認情報とは

住民基本台帳ネットワークシステムの概要

　
 住民基本台帳ネットワークシステムは平成１４年８月５日に稼動開始。
 住民基本台帳（住民票）、戸籍の附票を全国でネットワーク化。
 住民基本台帳法に基づき、住民票コード等を検索キーとして全国共通の本人確認が可能。
 市町村は都道府県に、都道府県は地方公共団体情報システム機構（以下「機構」という。）に「本人

　確認情報」を送信。（法第30条の6、7）
 本人確認情報の提供先及び利用可能事務は法律、省令及び条例で限定。

　（住基法第30条の15、第30条の15の２）

１　住基ネットとは

 本人確認情報の利用により住民票の写し、年金の現況届等の添付の省略が可能になる。
 住民票の写しの広域交付のサービスを受けることができる。
 住民票の写しのコンビニ交付
 市町村の住民基本台帳事務の効率化(本人確認、転入転出等)

３　住基ネット利用のメリット

 氏名・生年月日・性別・住所・氏名の振り仮名
 個人番号（マイナンバー：12桁の数字）
 住民票コード（11桁のランダムな数字）
 変更情報（転入・転出等の情報）

２　本人確認情報とは



3

氏名の振り仮名を一意のものに特定し、公証するニーズの高まり

⼾籍法や住⺠基本台帳法が改正され、⼾籍や⼾籍の附票、住⺠票の記載事項
に新たに「氏名の振り仮名」が追加（令和７年５⽉26⽇施⾏）

戸籍の記載事項等への「氏名の振り仮名」の追加



4

国の行政機関等への本人確認情報の提供（R5実績）

①国の行政機関等に対して本人確認情報を提供（年金支給事務、税務事務など）→　年間 約16億件
②地方公共団体に対して本人確認情報を提供（地方税の賦課徴収、選挙事務など）    →　年間約8,778万件
③行政手続における住民票の写しの省略（パスポートの受給申請、免許等の申請など）→　年間約1,200万件
④年金受給権者・被保険者の住所変更届、死亡届の提出を省略　→　全国で約1,400万件
⑤年金受給権者の年金の現況届の提出を省略　→　全国で約4,000万人分

住民基本台帳ネットワークシステムの役割　本人確認情報の提供・利用実績

• 本県では、財務事務所、土木事務所等の61所属において、本人確認情報を行政事務に利用している。
• 条例事務は平成20年4月より開始している。
• 令和６年度の利用実績は、法令事務566,224件、条例事務3,237件

静岡県の利用実績

年度
法令事務 条例事務

主な利用事務
事務数 利用件数 事務数 利用件数

Ｈ15～R４ 6～41 2,398,137 0～34 304,995 【法令事務】
・県税賦課徴収事務のための居住確認
・身体障害者手帳交付申請者の居住確認
　　　　　　　　　　　　　　　　　  　など
【条例事務】
・看護職員修学資金申請者の居住確認
・心身障害者扶養共済加入申込者の居住確認
　　　　　　　　　　　　　　　　　  　など

Ｒ５ 41 679,247 35 3,294

Ｒ６ 45 566,224 35 3,237

計 3,643,608 311,526
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県における本人確認情報に関する保護対策

１　職員研修

①新年度研修（対象者：県職員）

　　・令和７年４月に県内７か所の会場で開催し、285名が参加。

　　・新規で住基ネットを利用する者及び各所属の業務管理者等が必ず出席するよう

　　　義務付け。（継続利用者には、業務管理者等が研修を実施）

　　・住基ネットの概要、セキュリティ概論、県のセキュリティ要綱について説明。

　　・新規利用者は研修終了後、静脈登録を実施し、住基端末の操作方法についても　　

　　　説明を受ける。

②セキュリティ研修（対象者：市町住基ネット担当者）

　　・令和６年11月13日にWeb開催し、29市町74名が参加

　　・国の地域情報化アドバイザーを講師に招聘

　　・セキュリティの基礎、情報漏洩の実例等を聴講
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２　内部監査（県所属対象)

○セキュリティ要綱に基づき、年１回、全ての県利用所属を対象に監査を実施

 ・下記３項目を重点に監査を実施

　　　①セキュリティ対策に関する研修の実施

　　　②利用制限の遵守

　　　③本人確認情報検索・抽出の記録

　

○令和６年度監査の実施状況

 ・令和６年12月～令和７年２月に全58所属に対して実施

　・不適切な事項を指摘した所属　21所属

　・主な指摘事項は「検索する事務の根拠法令（条例）の選択誤り」、「検索記録の

　　管理簿への記載漏れ」など

○令和７年度も同様に全所属に対して実施予定

県における本人確認情報に関する保護対策
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マイナンバーカードの
利活用について

令和７年７月７日(月)

静岡県総務部市町行財政課

報告事項-３
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マイナンバー制度の導⼊後、従来どおり個⼈情報は各⾏政機関等が保有し、
他の機関の個⼈情報が必要となった場合には、利⽤特定個⼈情報提供主務省令で定められるものに限り、情報提供ネットワーク
システムを使⽤して、情報の照会・提供を⾏っている→『分散管理』の方法を採⽤。

マイナンバー制度が導⼊されることで、各⾏政機関等が保有している個⼈情報を特定の機関に集約し、
その集約した個⼈情報を各⾏政機関が閲覧することができる『⼀元管理』の方法をとるものではない。
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令和５年９月末で終了しました。
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参考資料 1

○住民基本台帳法（抜粋）

（住民票の記載事項）

第七条 住民票には、次に掲げる事項について記載（前条第三項の規定により磁気ディスクを

もつて調製する住民票にあつては、記録。以下同じ。）をする。

一 氏名

一の二 氏名の振り仮名（戸籍法（昭和二十二年法律第二百二十四号）第十三条第一項第二

号に規定する氏名の振り仮名をいう。以下同じ。）

二 出生の年月日

三 男女の別

四 世帯主についてはその旨、世帯主でない者については世帯主の氏名及び 世帯主との続

柄

五 戸籍の表示。ただし、本籍のない者及び本籍の明らかでない者について は、その旨

六 住民となつた年月日

七 住所及び一の市町村の区域内において新たに住所を変更した者については、その住所を

定めた年月日

八 新たに市町村の区域内に住所を定めた者については、その住所を定めた 旨の届出の年

月日（職権で住民票の記載をした者については、その年月日）及び従前の住所

八の二 個人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利 用等に関する

法律（平成二十五年法律第二十七号。以下「番号利用法」という。）第二条第五項に規定

する個人番号をいう。以下同じ。）

九 選挙人名簿に登録された者については、その旨

十 国民健康保険の被保険者（国民健康保険法（昭和三十三年法律第百九十 二号）第五条

及び第六条の規定による国民健康保険の被保険者をいう。第二十八条及び第三十一条第三

項において同じ。）である者については、その資格に関する事項で政令で定めるもの

十の二 後期高齢者医療の被保険者（高齢者の医療の確保に関する法律（昭 和五十七年法

律第八十号）第五十条及び第五十一条の規定による後期高齢者医療の被保険者をいう。第

二十八条の二及び第三十一条第三項において同じ。）である者については、その資格に関

する事項で政令で定めるもの

十の三 介護保険の被保険者（介護保険法（平成九年法律第百二十三号）第 九条の規定

による介護保険の被保険者（同条第二号に規定する第二号被保険者を除く。）をいう。第

二十八条の三及び第三十一条第三項において同じ。）である者については、その資格に関

する事項で政令で定めるもの

十一 国民年金の被保険者（国民年金法（昭和三十四年法律第百四十一号） 第七条その

他政令で定める法令の規定による国民年金の被保険者（同条第一項第二号に規定する第二

号被保険者及び同項第三号に規定する第三号被保険者を除く。）をいう。第二十九条及び

第三十一条第三項において同じ。）である者については、その資格に関する事項で政令で

定めるもの

十一の二 児童手当の支給を受けている者（児童手当法（昭和四十六年法律 第七十三号）

第七条の規定により認定を受けた受給資格者（同条第二項に規定する施設等受給資格者に
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あつては、同項第二号に掲げる里親に限る。）をいう。第二十九条の二及び第三十一条第

三項において同じ。）については、その受給資格に関する事項で政令で定めるもの

十二 米穀の配給を受ける者（主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律（平成六年法律

第百十三号）第四十条第一項の規定に基づく政令の規定により米穀の配給が実施される場

合におけるその配給に基づき米穀の配給を受ける者で政令で定めるものをいう。第三十条

及び第三十一条第三項において同じ。）については、その米穀の配給に関する事項で政令

で定めるもの

十三 住民票コード（番号、記号その他の符号であつて総務省令で定めるも のをいう。以

下同じ。）

十四 前各号に掲げる事項のほか、政令で定める事項

（市町村長から都道府県知事への本人確認情報の通知等）

第三十条の六 市町村長は、住民票の記載、消除又は第七条第一号から第三号まで、第七号、

第八号の二及び第十三号に掲げる事項（同条第七号に掲げる事項については、住所とする。

以下この項において同じ。）の全部若しくは一部についての記載の修正を行つた場合には、当

該住民票の記載等に係る本人確認情報（住民票に記載されている同条第一号から第三号まで、

第七号、第八号の二及び第十三号に掲げる事項（住民票の消除を行つた場合には、当該住民

票に記載されていたこれらの事項）並びに住民票の記載等に関する事項で政令で定めるもの

をいう。以下同じ。）を都道府県知事に通知するものとする。

２ 前項の規定による通知は、総務省令で定めるところにより、市町村長の使用に係る電子計

算機から電気通信回線を通じて都道府県知事の使用に係る電子計算機に送信することによつ

て行うものとする。

３ 第一項の規定による通知を受けた都道府県知事は、総務省令で定めるところにより、当該

通知に係る本人確認情報を磁気ディスクに記録し、これを当該通知の日から政令で定める期

間保存しなければならない。

４ 都道府県知事は、前項の規定により都道府県知事が保存する本人確認情報であつて同項の

規定による保存期間が経過していないもの（以下「都道府県知事保存本人確認情報」という。）

の全部又は一部が滅失したときは、当該都道府県知事保存本人確認情報の回復に必要な措置

を講じなければならない。

（本人確認情報の利用）

第三十条の十五 都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当する場合には、都道府県知事保

存本人確認情報（住民票コードを除く。次項並びに次条第二項及び第三項において同じ。）を

利用することができる。ただし、個人番号については、当該都道府県知事が番号利用法第九

条第一項又は第二項の規定により個人番号を利用することができる場合に限り、利用するこ

とができるものとする。

一 別表第五に掲げる事務を遂行するとき。

二 条例で定める事務を遂行するとき。

三 本人確認情報の利用につき当該本人確認情報に係る本人が同意した事務を遂行すると

き。

四 統計資料の作成を行うとき。
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２ 都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当する場合には、第一号に掲げる場合にあつて

は政令で定めるところにより、第二号に掲げる場合にあつては条例で定めるところにより、

都道府県知事以外の当該都道府県の執行機関に対し、都道府県知事保存本人確認情報を提供

するものとする。ただし、個人番号については、当該都道府県の執行機関が番号利用法第九

条第一項又は第二項の規定により個人番号を利用することができる場合に限り、提供するも

のとする。

一 都道府県知事以外の当該都道府県の執行機関であつて別表第六の上欄に掲げるものか

ら同表の下欄に掲げる事務の処理に関し求めがあつたとき。

二 都道府県知事以外の当該都道府県の執行機関であつて条例で定めるものから条例で定

める事務の処理に関し求めがあつたとき。

（準法定事務処理者への本人確認情報の提供等）

第三十条の十五の二 機構は、国の機関若しくは別表第一の上欄に掲げる法人、市町村長その

他の市町村の執行機関又は通知都道府県以外の都道府県の都道府県知事その他の執行機関で

あつて、準法定事務（別表第一から別表第四までの各項の下欄、別表第五各号及び別表第六

の各項の下欄に掲げる事務（以下この項において「別表事務」という。）に準ずる事務（個別

の法律の規定に基づく事務を除き、番号利用法第九条第一項の規定により個人番号を利用す

ることができる事務であつて当該事務の性質が当該別表事務と同一であることその他政令で

定める基準に適合するものに限る。）をいう。以下同じ。）のうち総務省令で定めるものを処

理する者として総務省令で定めるもの（以下「準法定事務処理者」という。）から当該準法定

事務の処理に関し求めがあつたときは、政令で定めるところにより、機構保存本人確認情報

のうち住民票コード以外のものを提供するものとする。

２ 都道府県知事は、準法定事務のうち総務省令で定めるものを遂行するときは、都道府県知

事保存本人確認情報を利用することができる。

３ 都道府県知事は、都道府県知事以外の当該都道府県の執行機関であつて、準法定事務のう

ち総務省令で定めるものを処理する者として総務省令で定めるものから当該準法定事務の処

理に関し求めがあつたときは、政令で定めるところにより、都道府県知事保存本人確認情報

を提供するものとする。

(都道府県の審議会の設置)
第三十条の四十 都道府県に、第三十条の六第一項の規定による通知に係る本人確認情報の保

護に関する審議会(以下この条において「都道府県の審議会」という。)を置く。

２ 都道府県の審議会は、この法律の規定によりその権限に属させられた事項を調査審議する

ほか、都道府県知事の諮問に応じ、当該都道府県における第三十条の六第一項の規定による

通知に係る本人確認情報の保護に関する事項を調査審議し、及びこれらの事項に関して都道

府県知事に建議することができる。

３ 都道府県の審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、条例で定める。
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○静岡県本人確認情報等保護審議会条例

平成14年７月22日

条例第44号

静岡県本人確認情報保護審議会条例をここに公布する。

静岡県本人確認情報等保護審議会条例

（題名改正〔令和６年条例14号〕）

（趣旨）

第１条 この条例は、住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）第30条の40第３項（同法第30条の44の13にお

いて準用する場合を含む。）の規定に基づき、静岡県本人確認情報等保護審議会（以下「審議会」という。）

の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。

（一部改正〔平成27年条例43号・令和６年14号〕）

（委員）

第２条 審議会は、委員５人以内で組織する。

２ 委員は、優れた識見を有する者のうちから、知事が任命する。

３ 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期

間とする。

４ 委員は、再任されることができる。

（会長）

第３条 審議会に、会長を置く。

２ 会長は、委員の互選によって定める。

３ 会長は、会務を総理する。

４ 会長に事故があるときは、会長があらかじめ指名する委員が、その職務を代理する。

（会議）

第４条 審議会は、会長が招集する。

２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。

（秘密を守る義務）

第５条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。

（庶務）

第６条 審議会の庶務は、経営管理部において処理する。

（一部改正〔平成22年条例４号・28年１号・29年１号〕）

（雑則）

第７条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議会に諮って定める。

附 則
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この条例は、平成14年８月５日から施行する。

附 則（平成22年３月26日条例第４号抄）

（施行期日）

１ この条例は、平成22年４月１日から施行する。

附 則（平成27年７月21日条例第43号）

この条例は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の施行に伴う関係

法律の整備等に関する法律（平成25年法律第28号）の施行の日（平成27年10月５日）から施行する。

附 則（平成28年３月29日条例第１号抄）

（施行期日）

１ この条例は、平成28年４月１日から施行する。

附 則（平成29年３月24日条例第１号抄）

（施行期日）

１ この条例は、平成29年４月１日から施行する。

附 則（令和６年３月28日条例第14号）

（施行期日）

１ この条例は、公布の日又は情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利便性の向上並びに行

政運営の簡素化及び効率化を図るための行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律等の一部

を改正する法律（令和元年法律第16号）附則第１条第10号に掲げる規定の施行の日のいずれか遅い日から

施行する。ただし、第２条及び第４条の規定は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利

用等に関する法律等の一部を改正する法律（令和５年法律第48号）の施行の日から施行する。

（令元法16附則第１条第10号に掲げる規定の施行の日＝令和６年５月27日）

（令５法48の施行の日＝令和６年５月27日）

（静岡県本人確認情報保護審議会条例の一部改正に伴う経過措置）

２ この条例の施行の際現に従前の静岡県本人確認情報保護審議会の委員である者は、この条例の施行の日

に、第１条の規定による改正後の静岡県本人確認情報等保護審議会条例第２条第２項の規定により、静岡

県本人確認情報等保護審議会の委員として任命されたものとみなす。この場合において、その任命された

ものとみなされる者の任期は、同条第３項の規定にかかわらず、同日における従前の静岡県本人確認情報

保護審議会の委員としての任期の残任期間と同一の期間とする。
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本人確認情報等保護審議会の権限等について

１ 法律上の権限

知事が住民票コードに係る契約条件としての告知要求禁止違反及びデータベース構成禁止

違反に対して禁止命令をかける場合に意見を述べること。

２ その他（住民基本台帳法逐条解説 参照）

法第30条の40第2項の規定により、県の審議会は、本人確認情報等の保護に関する事項を調査審

議し、又はこれらの事項に関して県知事に建議することができるとされている。具体的には、例えば次

のようなものが考えられる。

(1) 知事が管理する本人確認情報等を利用する場合に制定される条例案を作成する際

に、知事の諮問に応じて意見を申し出ること。また、条例に基づく本人確認情報等

の利用の具体的なあり方、その際の保護措置のあり方について、知事の諮問により

調査審議すること。

(2) 本人確認情報等の保護措置のあり方について、知事がその組織的、技術的及び制

度的な対応を定める際に、知事の諮問により調査審議すること。また、本人確認情

報等の処理にあたって個人情報の保護の観点から問題が生じた場合の改善策につい

て、知事の諮問により調査審議すること。

(3) 住民基本台帳ネットワークシステムに対する苦情の処理に関し、苦情処理体制の

あり方や具体的な問題の処理方法等について、知事の諮問により調査審議すること。

また、市町に関する苦情が寄せられた場合に、県知事から市町長への適切な指導の

あり方について、知事の諮問により調査審議すること。

(4) その他県における苦情の適切な処理や本人確認情報等の利用のあり方を含む本人

確認情報の保護に関して、住民基本台帳制度の県における運用状況を見ながら、又

は住民の意見を踏まえながら、技術上の措置など運用上改善すべきと認めた点や条

例上の措置など制度上改善すべきと認めた点などについて、知事に建議すること。

法第30条の38の規定により、

・ 市町村長等以外の者(民間事業者)は、契約条件として、第三者に対し住民票コードの

告知を求めてはいけない。

・ 市町村長等以外の者は、業として、住民票コードの記録されたデータベースであって

他に提供される予定のものを構成できない。

○ 知事は、上記規定に違反した者に対し中止勧告をすることができるが、違反者がその

勧告に従わない場合、審議会の意見を聴いて当該違反者に対し禁止命令をかけること

ができる。
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○静岡県本人確認情報等の利用及び提供に関する条例

平成20年３月25日

条例第20号

静岡県本人確認情報の利用及び提供に関する条例をここに公布する。

静岡県本人確認情報等の利用及び提供に関する条例

（題名改正〔令和６年条例14号〕）

（趣旨）

第１条 この条例は、住民基本台帳法（昭和42年法律第81号。以下「法」という。）第30条の15第１項に規

定する都道府県知事保存本人確認情報（以下「都道府県知事保存本人確認情報」という。）及び法第30条

の44の６第１項に規定する都道府県知事保存附票本人確認情報（以下「都道府県知事保存附票本人確認情

報」という。）の利用及び提供に関し必要な事項を定めるものとする。

（一部改正〔平成27年条例42号・令和６年14号〕）

（本人確認情報を利用することができる事務）

第２条 法第30条の15第１項第２号の条例で定める事務は、別表第１のとおりとする。

（一部改正〔平成27年条例42号〕）

（本人確認情報を提供する知事以外の執行機関及び事務）

第３条 法第30条の15第２項第２号の条例で定める知事以外の本県の執行機関（以下「知事以外の執行機

関」という。）及び事務は、別表第２のとおりとする。

（一部改正〔平成27年条例42号・60号〕）

（知事以外の執行機関への本人確認情報の提供方法）

第４条 法第30条の15第２項第２号の規定による都道府県知事保存本人確認情報の知事以外の執行機関への

提供は、知事の使用に係る電子計算機から電気通信回線を通じて知事以外の執行機関の使用に係る電子計

算機に都道府県知事保存本人確認情報を送信する方法により行うものとし、その方法に関する技術的基準

については、電気通信回線を通じた送信又は磁気ディスクの送付の方法並びに磁気ディスクへの記録及び

その保存の方法に関する技術的基準（平成14年総務省告示第334号）に定めるところによる。

（一部改正〔平成27年条例42号・60号〕）

（本人確認情報等の利用及び提供の状況の公表）

第５条 知事は、少なくとも毎年度１回、法第30条の15第１項及び第２項、第30条の15の２第２項及び第３

項、第30条の44の６第１項及び第２項並びに第30条の44の７第２項及び第３項の規定による都道府県知事

保存本人確認情報及び都道府県知事保存附票本人確認情報の利用及び提供に関する状況について、インタ

ーネットの利用その他の方法により公表するものとする。

（一部改正〔平成27年条例42号・令和６年14号〕）

附 則

この条例は、平成20年４月１日から施行する。
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附 則（平成26年10月28日条例第78号抄）

１ この条例は、薬事法等の一部を改正する法律（平成25年法律第84号）の施行の日（平成26年11月25日）

から施行する。

附 則（平成27年３月20日条例第19号）

この条例は、平成27年４月１日から施行する。ただし、別表第１の５の改正は鳥獣の保護及び狩猟の適正

化に関する法律の一部を改正する法律（平成26年法律第46号）の施行の日（平成27年５月29日）から施行す

る。

附 則（平成27年７月21日条例第42号）

この条例は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の施行に伴う関係

法律の整備等に関する法律（平成25年法律第28号）の施行の日（平成27年10月５日）から施行する。ただ

し、別表第１の改正は、公布の日から施行する。

附 則（平成27年12月25日条例第60号）

この条例は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の施行に伴う関係

法律の整備等に関する法律（平成25年法律第28号）附則第３号に掲げる規定の施行の日（平成28年１月１

日）から施行する。

附 則（平成28年３月29日条例第30号）

この条例中第１条の規定は公布の日から、第２条の規定は平成28年４月１日から施行する。

附 則（平成29年８月８日条例第32号）

この条例は、公布の日から施行する。

附 則（平成30年７月24日条例第42号）

この条例は、公布の日から施行する。

附 則（平成30年10月23日条例第47号）

この条例は、公布の日又は農薬取締法の一部を改正する法律（平成30年法律第53号）の施行の日のいずれ

か遅い日から施行する。

附 則（令和２年７月28日条例第47号）

この条例中別表第１の15の改正は肥料取締法の一部を改正する法律（令和元年法律第62号）の施行の日か

ら、同表16の改正は漁業法等の一部を改正する等の法律（平成30年法律第95号）の施行の日から施行する。

附 則（令和２年10月27日条例第56号）

この条例は、公布の日から施行する。

附 則（令和３年10月26日条例第34号）

この条例は、公布の日から施行する。

附 則（令和５年３月29日条例第18号）

この条例は、公布の日から施行する。

附 則（令和６年３月28日条例第14号抄）
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（施行期日）

１ この条例は、公布の日又は情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利便性の向上並びに行

政運営の簡素化及び効率化を図るための行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律等の一部

を改正する法律（令和元年法律第16号）附則第１条第10号に掲げる規定の施行の日のいずれか遅い日から

施行する。ただし、第２条及び第４条の規定は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利

用等に関する法律等の一部を改正する法律（令和５年法律第48号）の施行の日から施行する。

（令元法16附則第１条第10号に掲げる規定の施行の日＝令和６年５月27日）

（令５法48の施行の日＝令和６年５月27日）

別表第１（第２条関係）

（一部改正〔平成26年条例78号・27年19号・42号・28年30号・30年42号・47号・令和２年47号・56

号・５年18号〕）

１ 静岡県恩給条例（昭和30年静岡県条例第３号）による年金である給付の支給に関する事務であって、

次に掲げるもの

(1) 給付の請求に係る事実についての審査

(2) 給付を受ける権利に係る申出又は届出に係る事実についての審査

(3) 給付を受ける権利を有する者又は給付の額の加算の原因となる者の生存の事実又は氏名若しくは

住所の変更の事実の確認

２ 静岡県浄化槽保守点検業者登録条例（昭和60年静岡県条例第26号）第２条第１項若しくは第３項の登

録の申請又は同条例第６条第１項の規定による届出に係る事実についての審査

３ 静岡県私立高等学校等学び直し支援金の受給資格の認定の申請の受付、その申請に係る事実について

の審査又はその申請に対する応答及び当該申請者の保護者等（高等学校等就学支援金の支給に関する法

律（平成22年法律第18号）第３条第２項第３号に規定する保護者等をいう。以下同じ。）の収入の状況

の届出の受付、その届出に係る事実についての審査又はその届出に対する応答

４ 静岡県私立高等学校等奨学給付金の支給の申請の受付、その申請に係る事実についての審査又はその

申請に対する応答

５ 静岡県私立高等学校授業料減免事業費補助金の交付の申請の受付、その申請に係る事実についての審

査又はその申請に対する応答

６ 静岡県私立専修学校等授業料減免事業費補助金の交付の申請の受付、その申請に係る事実についての

審査又はその申請に対する応答

７ 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（平成14年法律第88号）第46条第１項若しくは

第61条第４項の規定による届出又は鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律施行規則（平

成14年環境省令第28号）第７条第11項若しくは第12項若しくは第15条第６項の規定による届出に係る事

実についての審査
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８ 生活に困窮する外国人に対する生活保護法（昭和25年法律第144号）の規定に準じて行う保護の決定

及び実施、就労自立給付金若しくは進学準備給付金の支給、被保護者健康管理支援事業の実施、保護に

要する費用の返還又は徴収金の徴収に関する事務であって、次に掲げるもの

(1) 生活保護法第19条第１項の規定に準じて行う保護の実施の対象となる外国人要保護者（同法第６

条第２項に規定する要保護者に準ずる外国人をいう。第３号及び第４号において同じ。）の生存の事

実又は氏名若しくは住所の変更の事実の確認

(2) 生活保護法第24条第１項の規定に準じて行う保護の開始若しくは同条第９項の規定に準じて行う

保護の変更の申請の受付、その申請に係る事実についての審査又はその申請に対する応答

(3) 生活保護法第25条第１項の規定に準じて行う職権による保護の開始又は同条第２項の規定に準じ

て行う職権による保護の変更の対象となる外国人要保護者の生存の事実又は氏名若しくは住所の変更

の事実の確認

(4) 生活保護法第26条の規定に準じて行う保護の停止又は廃止の対象となる外国人要保護者の生存の

事実又は氏名若しくは住所の変更の事実の確認

(5) 生活保護法第29条第１項の規定に準じて行う資料の提供等の求めの対象となる者の生存の事実又

は氏名若しくは住所の変更の事実の確認

(6) 生活保護法第55条の４第１項の規定に準じて行う就労自立給付金の支給の申請の受付、その申請

に係る事実についての審査又はその申請に対する応答

(7) 生活保護法第55条の５第１項の規定に準じて行う進学準備給付金の支給の申請の受付、その申請

に係る事実についての審査又はその申請に対する応答

(8) 生活保護法第55条の８第１項の規定に準じて行う被保護者健康管理支援事業の実施のために必要

となる外国人被保護者（同法第６条第１項に規定する被保護者に準ずる外国人をいう。次号において

同じ。）に関する情報の収集又は整理に関する事務

(9) 生活保護法第63条の規定に準じて行う保護に要する費用の返還の対象となる外国人被保護者の生

存の事実又は氏名若しくは住所の変更の事実の確認

(10) 生活保護法第77条第１項、第77条の２第１項又は第78条第１項から第３項までの規定に準じて行

う徴収金の徴収（同法第78条の２第１項又は第２項の規定に準じて行う徴収金の徴収を含む。）の対

象となる者の生存の事実又は氏名若しくは住所の変更の事実の確認

９ 児童扶養手当法（昭和36年法律第238号）第４条第１項の児童扶養手当の過誤払による返納金債権に

係る債務者の生存の事実又は氏名、男女の別、生年月日若しくは住所の確認

10 母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和39年法律第129号）第13条第１項、第31条の６第１項又は第32

条第１項の規定による貸付債権に係る債務者（資金の貸付けを受けている者を除く。）の生存の事実又

は氏名、男女の別、生年月日若しくは住所の確認

11 戦傷病者特別援護法（昭和38年法律第168号）第４条第１項の規定による戦傷病者手帳の交付を受け

ている者の生存の事実の確認又は氏名、男女の別、生年月日若しくは住所の確認
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12 介護保険法（平成９年法律第123号）第69条の２第１項の登録の申請、同法第69条の４の規定による

届出、同法第69条の７第１項の規定による申請又は同法第69条の８第１項の申請に係る事実についての

審査

13 静岡県心身障害者扶養共済制度条例（昭和44年静岡県条例第48号）第５条第１項の加入の申込み又は

同条例第20条第３項第２号若しくは第４項の規定による届出に係る事実についての審査

14 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成６年法律第117号）第２条第１項の被爆者健康手帳

の交付の申請、原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律施行令（平成７年政令第26号）第３条第１項

若しくは第５条第１項の規定による届出若しくは同令第６条の再交付の申請又は原子爆弾被爆者に対す

る援護に関する法律施行規則（平成７年厚生省令第33号）第７条第１項の規定による届出に係る事実に

ついての審査

15 静岡県看護職員修学資金、静岡県看護職員特別修学資金又は静岡県介護福祉士修学資金（以下この項

においてこれらを「修学資金」という。）の貸与に関する事務であって、次に掲げるもの

(1) 修学資金の貸与の申請に係る事実についての審査

(2) 修学資金の貸与を受けている者若しくは受けた者又はそれらの連帯保証人（次号において「修学

生等」という。）が規則で定めるところにより行う届出に係る事実についての審査

(3) 修学資金の返還金又はその延滞利息の徴収に関して必要となる修学生等又はそれらの相続人の生

存の事実又は氏名若しくは住所の確認

16 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和35年法律第145号）第33

条第１項の身分証明書の交付又は書換え交付の申請に係る事実についての審査

17 農薬取締法（昭和23年法律第82号）第17条第１項の規定による届出に係る事実についての審査

18 肥料の品質の確保等に関する法律（昭和25年法律第127号）第４条第１項の登録の申請又は同法第13

条第１項、第16条の２第１項若しくは第３項、第22条若しくは第23条の規定による届出に係る事実につ

いての審査

19 漁業法（昭和24年法律第267号）第57条第１項又は第119条第１項の許可の申請に係る事実についての

審査

20 漁船法（昭和25年法律第178号）第10条第２項又は第17条第１項の規定による申請に係る事実につい

ての審査

21 遊漁船業の適正化に関する法律（昭和63年法律第99号）第４条第１項の規定による申請に係る事実に

ついての審査

22 採石法（昭和25年法律第291号）第32条の登録の申請又は同法第32条の７第１項の規定による届出に

係る事実についての審査

23 砂利採取法（昭和43年法律第74号）第３条の登録の申請又は同法第９条第１項の規定による届出に係

る事実についての審査
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24 静岡県屋外広告物条例（昭和49年静岡県条例第16号）第22条第１項若しくは第３項の登録の申請又は

同条例第22条の５第１項の規定による届出に係る事実についての審査

別表第２（第３条関係）

（一部改正〔平成27年条例19号・29年32号・30年42号・令和３年34号〕）

提供を受ける知事以外の執行機関 事務

１ 教育委員会 １ 静岡県教職員退隠料条例（昭和27年静岡県条

例第38号）による年金である給付の支給に関す

る事務であって、次に掲げるもの

(1) 給付の請求に係る事実についての審査

(2) 給付を受ける権利に係る申出又は届出に

係る事実についての審査

(3) 給付を受ける権利を有する者又は給付の

額の加算の原因となる者の生存の事実又は氏

名若しくは住所の変更の事実の確認

２ 静岡県高等学校等教育資金及び高等学校等奨

学金（以下この項において「教育奨学金」とい

う。）の貸与に関する事務であって、次に掲げ

るもの

(1) 教育奨学金の貸与の申請に係る事実につ

いての審査

(2) 教育奨学金の返還金又はその延滞利息の

徴収に関して必要となる教育奨学金の貸与を

受けている者若しくは受けた者若しくはそれ

らの連帯保証人又はそれらの相続人の生存の

事実又は氏名若しくは住所の確認

３ 静岡県高等学校定時制課程及び通信制課程修

学資金（以下この項において「修学資金」とい

う。）の貸与に関する事務であって、次に掲げ

るもの

(1) 修学資金の貸与の申請の受付、その申請

に係る事実についての審査又はその申請に対

する応答

(2) 修学資金の返還金又はその延滞利息の徴

収に関して必要となる修学資金の貸与を受け
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ている者若しくは受けた者若しくはそれらの

連帯保証人又はそれらの相続人の生存の事実

又は氏名若しくは住所の確認

４ 静岡県公立高等学校等学び直し支援金の受給

資格の認定の申請の受付、その申請に係る事実

についての審査又はその申請に対する応答及び

当該申請者の保護者等の収入の状況の届出の受

付、その届出に係る事実についての審査又はそ

の届出に対する応答

５ 静岡県高等学校等奨学給付金の支給の申請の

受付、その申請に係る事実についての審査又は

その申請に対する応答

６ 高等学校定時制の課程及び通信制の課程修学

補助金の交付の申請の受付、その申請に係る事

実についての審査又はその申請に対する応答

７ 高等学校遠距離通学費補助金の交付の申請の

受付、その申請に係る事実についての審査又は

その申請に対する応答

８ 静岡県公立高等学校等専攻科修学支援金の受

給資格の認定の申請の受付、その申請に係る事

実についての審査又はその申請に対する応答及

び当該申請者の保護者等の収入の状況の届出の

受付、その届出に係る事実についての審査又は

その届出に対する応答

９ 静岡県特別支援教育就学奨励費補助金の算定

に必要な資料の受付、その資料に係る事実につ

いての確認又はその資料の提出に対する応答

２ 監査委員 地方自治法（昭和22年法律第67号）第242条第

１項の規定による請求人の生存の事実又は氏名、

生年月日若しくは住所の確認

３ 公安委員会 道路交通法（昭和35年法律第105号）第51条の

４第４項の規定による命令を受けた者の生存の事

実又は氏名、男女の別、生年月日若しくは住所の

確認


